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表紙

平河ヒューテック株式会社
(証券コード:5821)

第85回
　

定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知

開催日時

開催場所

決議事項

2026年６月26日（金曜日）午前10時

東京都港区海岸一丁目11番２号
アジュール竹芝
13階 「飛鳥」

第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役６名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役１名選任の件
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株主各位、議決権行使についてのご案内

証券コード　5821
（発送日） 2026年６月５日

（電子提供措置開始日） 2026年６月３日
株 主 各 位

東 京 都 港 区 芝 四 丁 目 1 7 番 5 号

代 表 取 締 役
執 行 役 員 社 長 篠  祐 一

【当社ウェブサイト】
　https://www.hewtech.co.jp/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/5821/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第85回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第85回定時株主総会を開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供
措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下のウェブ
サイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認
くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「株式につい
て」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「平河ヒ
ューテック」又は「コード」に当社証券コード「５８２１」を入力・検索し、「基
本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招
集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

－ 1 －



2026/05/27 10:38:32 / 25301119_平河ヒューテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主各位、議決権行使についてのご案内

１． 日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時
（受付開始は午前９時30分）

２． 場 所 東京都港区海岸一丁目11番２号
アジュール竹芝　13階「飛鳥」

３． 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第85期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第85期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

     

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月25日
（木曜日）午後５時30分までに行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効な
ものとしてお取り扱いいたします。

◎議決権行使書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、
インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

◎議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったもの
として取り扱わせていただきます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 2 －
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株主各位、議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげま
す。議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月26日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時3０分）

2026年６月25日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2026年６月25日（木曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１、３、４号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

⃝ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。

－ 3 －
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株主各位、議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワー
ド」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

－ 4 －
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定款一部変更議案

第１号議案
　

定款一部変更の件

現行定款 変更案

第４章 取 締 役 及 び 取 締 役 会

（取締役の員数）
第18条　当会社の取締役は、12名以内とする。

第４章 取 締 役 及 び 取 締 役 会

（取締役の員数）
第18条　当会社の取締役は、７名以内とする。

株主総会参考書類

１．提案の理由
2014年の執行役員制度の導入をはじめ、経営の活性化と効率化を図るべくガバナンス体制の改
革に取り組んでまいりました。取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を通してさらなる経営の
効率化を図るため、現行定款第18条につきまして取締役の員数を12名以内から7名以内に減少
させるものであります。
２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 5 －
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取締役選任議案

第２号議案
　

取締役６名選任の件

候補者
番号 氏名 地位 担当 候補者属性

１
すみ

隅
た

田　
かず

和
お

夫 取締役 会長 ヒューテックグループ代表 再　任　

２
しの

篠　　
ゆう

祐
いち

一 代表取締役
執行役員 社長
兼 ケーブル事業部長

再　任　

３
め

目
ぐろ

黒　
ゆう

裕
じ

次 取締役 再　任　

４
と

戸
だ

田　
てつ

哲
ろう

郎 社外取締役 再任 社外 独立　

５
やま

山
もと

本　
ゆう

夕
こ

子
（現姓：

わ

和
だ

田）
社外取締役 再任 社外 独立　

６
たか

髙
みや

宮　
かつ

勝
や

也 社外取締役 再任 社外 独立
　

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役６名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役選任議案

候 補 者

番 号 1.
すみ

隅
た

田
 

　
かず

和
お

夫
再　任　(1949年１月２日生) 所有する当社株式の数 525,061株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1971年    3 月 当社入社
    1984年    5 月 当社取締役 業務部長
    1986年    5 月 当社常務取締役 営業本部長
    1988年    7 月 HIKAM AMERICA, INC.代表取締役（現任）
    1990年    6 月 当社専務取締役
    1993年    10月 当社代表取締役社長
    1994年    3 月 HEWTECH SINGAPORE PTE LTD.代表取締役（現任）
    2012年    6 月 当社 会長
    2014年    6 月 当社取締役 会長（現任）
    2014年    11月 ヒューテックグループ代表（現任）

■取締役候補者とした理由
　隅田 和夫氏は、1993年に代表取締役に就任して以来、リーダーシップを発揮しグループ全体を牽引して
きた経験と豊富な業務経験、経営経験を有しております。これまで培ってきた経験に基づく高い見識は、
当社グループのさらなる企業価値向上、持続的成長に資すると判断したため、取締役候補者といたしまし
た。

候 補 者

番 号 2.
しの

篠
 

　
ゆう

祐
いち

一
再　任　(1970年９月20日生) 所有する当社株式の数 33,575株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1996年    4 月 当社入社
    2015年    4 月 当社 管理本部長
    2016年    4 月 当社執行役員 社長
    2016年    6 月 当社取締役 執行役員社長
    2017年    6 月 当社代表取締役 執行役員社長（現任）

2022年    4 月　当社営業本部長
2023年 １月　当社ME事業部長
2025年    4 月　当社ケーブル事業部長（現任）

■取締役候補者とした理由
　篠 祐一氏は、2017年より代表取締役 執行役員社長を務めており、海外を含む豊富な営業経験に加え、
業務執行の統括責任者としての経験を有しております。これまで培ってきた経験に基づく高い見識は、当
社グループのさらなる企業価値向上、持続的成長に資すると判断したため、取締役候補者といたしまし
た。

－ 7 －
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取締役選任議案

候 補 者

番 号 3.
め

目
ぐろ

黒
 

　
ゆう

裕
じ

次
再　任　(1951年４月５日生) 所有する当社株式の数 54,629株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1975年    3 月 当社入社
    2006年    4 月 当社理事 総務部長
    2009年    6 月 当社理事 管理本部副本部長
    2010年    6 月 当社取締役 管理本部長
    2012年    6 月 当社代表取締役社長
    2016年    4 月 当社代表取締役
    2017年    6 月 当社取締役（現任）

■取締役候補者とした理由
　目黒 裕次氏は、2012年より5年間代表取締役を務め、経営者としての豊富な経験、見識を有しておりま
す。これまで培ってきた経験に基づく高い見識は、当社グループのさらなる企業価値向上、持続的成長に
資すると判断したため、取締役候補者といたしました。

候 補 者

番 号 4.
と

戸
だ

田
 

　
て つ

哲
ろ う

郎 再　任
社　外 独　立　(1952年12月18日生) 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
    1977年    4 月 大日本インキ化学工業株式会社 入社
    1985年    9 月 同社 退社
    1985年    10月 戸田工業株式会社 入社
    1987年    12月 同社 創造本部 開発課長
    1994年    4 月 同社 社長室 マーケティング部長
    1999年    10月 戸田工業ヨーロッパGmbH 社長
    2003年    4 月 戸田工業アメリカ 社長
    2007年    4 月 戸田工業Ecology Solution Company プレジデント 執行役員
    2010年    4 月 同社 創造本部 技術マーケティンググループリーダー 参与
    2015年    3 月 同社 次世代電池材料開発グループリーダー 技監
    2017年    12月 同社 退社
    2018年    2 月 戸田コンサルティング 代表（現任）
    2018年    3 月 大村塗料株式会社 取締役（現任）

2022年    6 月 当社 社外取締役（現任）

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　戸田 哲郎氏は、開発部門に長年にわたって携わられ、特に環境関連事業に注力されました。また企業経
営者として培われた豊富な経験と幅広い見識を有しております。これらの見識を社外取締役として当社の
経営に反映していただくため、社外取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候 補 者

番 号 5.
や ま

山
も と

本
 

　
ゆ う

夕
こ

子
(現姓：

わ
和

だ
田） 再　任

社　外 独　立　(1975年4月2日生) 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
2009年12月 弁護士登録
2009年12月 虎ノ門総合法律事務所 勤務
2017年12月 御苑前総合法律事務所 勤務
2020年11月 馬場・澤田法律事務所 勤務（現任）
2024年    6 月 当社 社外取締役（現任）

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　山本 夕子氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い専門知識を有しております。法的知見が一層重要に
なっている当社の現況において、法務分野での有用な助言、提言が期待できることから、社外取締役候補
者といたしました。
　なお、同氏は、過去において企業経営に直接関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外
取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

－ 9 －
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取締役選任議案

候 補 者

番 号 6.
た か

髙
み や

宮
 

　
か つ

勝
や

也 再　任
社　外 独　立　(1955年11月21日生) 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1979年    4 月 三菱電機株式会社 入社
1993年    12月 米国 Mitsubishi Electric Power Products,Inc. 出向
1998年    6 月 三菱電機株式会社 電力海外第一部課長
2003年８月 米国 Mitsubishi Electric Power Products,Inc. 副社長
2006年    10月 三菱電機株式会社 海外電力第二部長
2007年    12月 同社 電力海外事業部長
2010年    4 月 同社 役員理事・国際部米州代表
　　　　　　　兼　米国 Mitsubishi Electric US,Inc. 取締役社長
　　　　　　　兼　米国 Mitsubishi Electric US Holdings,Inc. 取締役社長
　　　　　　　兼　米国三菱電機財団 理事長
2014年    4 月 三菱電機株式会社 常務執行役・国際担当兼国際本部長
2017年    4 月 同社 顧問
2018年    6 月 同社 シニア・アドバイザー
2021年    3 月 同社 シニア・アドバイザー 退任
2025年    6 月 当社 社外取締役（現任）

■社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　髙宮 勝也氏は、海外における事業に長年にわたって携わられ、また企業経営者として培われた豊富な経
験と幅広い見識を有しております。これらの見識を社外取締役として当社の経営に反映していただくた
め、社外取締役候補者といたしました。

－ 10 －
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取締役選任議案

（注）１. 各候補者と当社との間にいずれも特別の利害関係はありません。
２．山本 夕子氏の現姓は和田ですが、旧姓の山本にて弁護士業務を行っております。
３. 戸田 哲郎氏、山本 夕子氏及び髙宮 勝也氏は、社外取締役候補者であります。

なお、戸田 哲郎氏、山本 夕子氏及び髙宮 勝也氏を東京証券取引所の規則に定める独立役員として同
取引所に届け出ております。

４. 戸田 哲郎氏、山本 夕子氏及び髙宮 勝也氏は、現在、当社の独立社外取締役であり、その在任期間
は、本総会終結の時をもって戸田 哲郎氏は４年、山本 夕子氏は２年、髙宮 勝也氏は１年となりま
す。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役及び監査役を被保険者として、
被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。
各候補者が取締役に就任した場合は当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該
保険契約の次回更新時には、同内容での更新を予定しております。

６．当社は山本 夕子氏との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、会社法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約の締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定め
る最低限度額であります。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であり
ます。

－ 11 －
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取締役選任議案

取締役候補者のスキル・マトリックス

氏名 営業/
マーケティング

技術/研究開発
/モノづくり 財務/会計 グローバル 他社での

経営経験 法務

隅田　和夫 ○ ○ ○ ○

篠　　祐一 ○ ○ ○ ○

目黒　裕次 ○ ○

戸田　哲郎 ○ ○ ○ ○ ○

山本　夕子 〇

髙宮　勝也 ○ ○ ○

　当社では、取締役会は知識、経験、能力等のバランスや多様性を考慮して構成し、取締役会の機能

が最も効果的かつ効率的に発揮できる適切な員数によって運営されるべきと考えております。業務執

行に対する実効性のある監督を実施するため、当社の業務に精通した取締役と、他社での企業経営、

財務会計、法務等の分野における豊富な見識を有する社外取締役を指名することとしております。

※○は取締役として期待される見識を表します。

〈ご参考〉

－ 12 －
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監査役１名選任の件

第３号議案
　

監査役１名選任の件

み

三
き

木
 

　
ゆ う

悠
す け

輔 新　任
社　外 独　立　　(1985年6月5日生) 所有する当社株式の数 －株

略歴、当社における地位（重要な兼職の状況）
2018年９月 税理士登録
2019年10月 税理士事務所開設（現任）

■社外監査役候補者とした理由
　三木 悠輔氏は、過去において企業経営に直接関与しておりませんが、税理士としての企業経営に関する
豊富な経験、見識と専門的な知識等を当社の監査に反映していただくため、社外監査役候補者といたしまし
た。

　本総会終結の時をもって、監査役 阿部 博氏は任期満了となります。
　つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．三木 悠輔氏は、社外監査役候補者であります。
　　なお、三木 悠輔氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員の要件を満たしており、同氏が選任

された場合には、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
３．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役及び監査役を被保険者として、

被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。
候補者が監査役に就任した場合は当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該保
険契約の次回更新時には、同内容での更新を予定しております。

－ 13 －
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補欠監査役選任議案

第４号議案
　

補欠監査役１名選任の件

いし

石
ざき

﨑
 

　
のぶ

修
ひさ

久
社　外 独　立

　(1956年１月４日生) 所有する当社株式の数 －株

略歴（重要な兼職の状況）
    1980年    4 月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）入行
    2005年    10月 株式会社寺岡製作所入社
    2013年    12月 同社管理本部副本部長
    2016年    6 月 同社執行役員管理本部副本部長兼総務部長
    2018年    6 月 同社取締役管理本部長兼総務部長

2024年    4 月 同社上席執行役員
2024年    6 月 同社監査役（現任）

■補欠の社外監査役候補者とした理由
　石﨑 修久氏は、株式会社寺岡製作所において上席執行役員として経営全般に携わるとともに、監査役と
しての職務にも従事した経験を有しており、企業経営および監査に関する豊富な知見を有しております。こ
れらの経験を当社の監査に反映していただけるものと判断し、補欠の社外監査役候補者といたしました。

　法令の定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

（注）１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．石﨑 修久氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

なお、石﨑 修久氏は、東京証券取引所の規則に定める独立役員の要件を満たしており、同氏が就任
した場合には同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

３．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役及び監査役を被保険者として、
被保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により塡補することとしております。
石﨑 修久氏が監査役に就任した場合は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。ま
た、当該保険契約の次回更新時には、同内容での更新を予定しております。

以　上
－ 14 －
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当事業年度の事業の状況

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は雇用や所得環境の改善を背景に緩やかな回復がみられ
ましたが、米国の通商政策に起因する影響の他、期末に生じた中東情勢の緊迫化の影響により
不透明感が一段と増しております。
　海外経済においては、米国では物価上昇や雇用情勢の停滞がみられるものの、緩やかな持ち
直しが期待されます。欧州でも緩やかな持ち直しの動きがみられます。中国では不動産市場の
停滞もあり、景気の減速が見受けられます。また総じて期末に生じた中東情勢の緊迫化によ
り、不透明感が高まっております。
　当社グループを取り巻くエレクトロニクス業界におきましては、車載市場においては米国で
の関税政策の影響による不透明感が続きました。半導体市場については生成AI用途向けを中心
に引き続き堅調に推移し、産業機器市場では一部に持ち直しの動きがみられました。
　このような環境の下、売上高は384億23百万円（前連結会計年度比24.7％増）となりまし
た。売上高が増加したことにより、営業利益は44億16百万円（同94.7％増）となりました。
経常利益は46億39百万円（同81.4％増）となりました。吉野川電線株式会社の株式を取得し
連結の範囲に含めたことによる負ののれん発生益が４億39百万円、投資有価証券の売却によ
り投資有価証券売却益が５億72百万円、減損損失が24億71百万円発生したことにより、当年
度において親会社株主に帰属する当期純利益は16億42百万円（同18.9％減）となりました。
＜電線・加工品＞
　車載用ケーブルは新規量産品により売上が堅調に推移しました。エネルギー産業関連ケーブ
ルは北米市場の旺盛な需要等を背景に好調に推移しました。半導体検査装置用ケーブルは復調
傾向にあります。医療用ケーブルは新製品が堅調な推移をみせました。産業機器用ケーブル
は、７月の吉野川電線株式会社の連結範囲への追加とFA分野の一部回復傾向を受け増加しま
した。以上により、売上高は335億20百万円（前連結会計年度比27.9％増）となりました。売
上の増加等により、セグメント利益は44億41百万円（同101.0％増）となりました。
＜電子・医療部品＞
　電子の分野では、ネットワーク機器において専門用途品の好調な推移に加え、第２四半期ま
での大型OEM案件により増加しました。医療部品の分野においては、得意先在庫調整の影響

－ 15 －
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当事業年度の事業の状況

四国電線（東莞）有限公司 製造装置
SHIKOKU CABLE VIETNAM LIMITED. 製造装置
平河ヒューテック株式会社 製造装置

528百万円
378百万円
104百万円

平河ヒューテック株式会社 製造装置 89百万円

もあり売上が減少しました。以上により、売上高は48億76百万円（前連結会計年度比7.0％
増）となりました。売上が増加したことによりセグメント利益は９億６百万円（同0.6％増）
となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施しました企業集団の設備投資の総額は18億46百万円で、そ
の主なものは次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に取得した主要な設備
　＜電線・加工品事業＞

　＜電子・医療部品事業

ロ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借入金40億円の調達
を実施しました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2025年６月2日に、吉野川電線株式会社の株式を取得し、子会社化いたしました。

－ 16 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第82期
(2023年3月期)

第83期
(2024年3月期)

第84期
(2025年3月期)

第85期
(当連結会計年度)
(2026年3月期)

売 上 高 32,224 29,326 30,802 38,423
営 業 利 益 3,103 1,667 2,267 4,416
経 常 利 益 3,501 2,081 2,557 4,639
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,955 1,444 2,026 1,642

１株当たり当期純利益 190円84銭 93円24銭 130円82銭 105円87銭
総 資 産 44,269 46,551 47,106 56,662
純 資 産 34,134 37,483 38,719 43,661

区 分 第82期
(2023年3月期)

第83期
(2024年3月期)

第84期
(2025年3月期)

第85期
(当事業年度)
(2026年3月期)

売 上 高 12,146 10,950 10,118 10,907
営 業 利 益 1,074 623 285 624
経 常 利 益 1,345 927 545 1,194
当 期 純 利 益 1,420 775 381 507
１株当たり当期純利益 91円74銭 50円07銭 24円62銭 32円72銭
総 資 産 22,155 22,637 21,980 24,484
純 資 産 15,928 16,437 16,380 16,456

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円）

（注）当社は、2025年４月１日及び2026年４月１日付で普通株式１株につき、普通株式0.05株の割合にて当社
保有の自己株式を無償で割当てています。第82期(2023年3月期)の期首に当該株式割当が行われたと仮定
して、１株当たり当期純利益を算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

（注）当社は、2025年４月１日及び2026年４月１日付で普通株式１株につき、普通株式0.05株の割合にて当社
保有の自己株式を無償で割当てています。第82期(2023年3月期)の期首に当該株式割当が行われたと仮定
して、１株当たり当期純利益を算定しております。

－ 17 －
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

四国電線株式会社 160百万円 100.0％ 電線・加工品の製造販売

吉野川電線株式会社 404百万円 74.8％ 電線・加工品の製造販売

HIKAM AMERICA,INC.（米国） 3,300千
米ドル 100.0％ 電線・加工品、電子・医療部品の販売

福泰克（連雲港）電子有限公司
（中国）

12,080千
米ドル

100.0％
(81.1％)

電線・加工品、電子・医療部品の製造
販売

四国電線（東莞）有限公司
（中国）

10,000千
米ドル

100.0％
(100.0％) 電線・加工品の製造

四国電線（香港）有限公司
（中国）

7,100千
米ドル

100.0％
(100.0％) 電線・加工品の販売

福泰克（恵州）電子有限公司
（中国）

11,000千
人民元

100.0％
(100.0％) 電線・加工品の製造販売

福泰克香港有限公司
（中国）

8,000千
香港ドル

100.0％
(100.0％) 電線・加工品、電子・医療部品の販売

HEWTECH PHILIPPINES 
ELECTRONICS CORP.（フィリピン）

1,078,594千
フィリピンペソ

100.0％
(100.0％)

電線・加工品、電子・医療部品の製造
販売

HEWTECH PHILIPPINES CORP.
(フィリピン）

142,000千
フィリピンペソ

100.0％
(100.0％)

電線・加工品、電子・医療部品の製造
販売

SHIKOKU CABLE VIETNAM 
LIMITED（ベトナム）

10,000千
米ドル

100.0％
(100.0％) 電線・加工品の製造販売

HEWTECH SINGAPORE PTE LTD.
（シンガポール）

42,593千
シンガポールドル 100.0％ アジア地域における一部グループ会社

の統括
HEWTECH(BANGKOK) CO., LTD.
（タイ）

51,250千
タイバーツ

100.0％
(100.0％) 電線・加工品、電子・医療部品の販売

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

（注）１．当社の議決権比率の（　）内は、当社の子会社が所有する議決権比率を内数で示しております。
２．当事業年度末日において特定完全子会社に該当する子会社はありません。
３．2025年６月2日に、吉野川電線株式会社の株式を取得し子会社化としたことにより、同社は重要な

子会社となりました。
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対処すべき課題、主要な事業内容

⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、米国関税政策の見直しや中東情勢の緊迫化に伴う原油・石油
化学製品の価格の上昇、供給不安など、先行きの不透明感が一段と増しております。
　当社の関連する市場においては、デジタル化・AIの進展により大量のデータ通信を必要とす
る分野の拡大が加速しています。通信インフラの高度化も進む中、当社の高速かつ安定した伝
送特性を持つ通信ケーブルはIoT機器の接続に不可欠な役割を果たしています。また、自動車
市場では電装化の進展、ADAS機能の向上により、車載用ケーブルは引き続き堅調な推移が見
込まれます。産業分野における工場の自動化、医療分野における分析技術の高度化など、優れ
た耐久性や信頼性により当社のケーブルが重要な役割を担う領域が広がり続けています。北米
では脱炭素の取り組みとしてだけでなく、旺盛な電力需要のもとメガソーラー発電所の建設が
進んでおり、当社のエネルギー産業関連ケーブルの需要も引き続き見込まれます。
　先行きが一層不透明な状況ではありますが、持続的な成長に向けて売上、利益の拡大に努め
てまいります。

事　業　内　容 主　要　製　品

電線・加工品
スーパーコンピュータ・サーバ／ストレージ用ケーブル、医療機器用ケーブル、産
業機器用ケーブル、半導体検査装置用ケーブル、車載用ケーブル、エネルギー産業
関連ケーブル、電源コード等

電子・医療部品 放送用光中継器、スイッチングＨＵＢ、ＰｏＥスイッチＨＵＢ、PTPスイッチング
HUB、EV・PHEV用AC普通充電器、医療用特殊チューブ等

⑸　主要な事業内容（2026年３月31日現在）
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地
本社 東京都港区芝
営業所

東北営業所 福島県伊達市
関西営業所 大阪府大阪市
中部営業所 静岡県浜松市

工場
古河事業所 茨城県古河市
福島工場 福島県伊達市
新潟工場 新潟県新潟市
桃生工場 宮城県石巻市

会 社 名 所 在 地
四国電線株式会社 香川県さぬき市
吉野川電線株式会社 香川県高松市
HIKAM AMERICA,INC. 米国（カリフォルニア州）
福泰克（連雲港）電子有限公司 中国（江蘇省）
四国電線（東莞）有限公司 中国（広東省）
四国電線（香港）有限公司 中国（香港）
福泰克（恵州）電子有限公司 中国（広東省）
福泰克香港有限公司 中国（香港）
HEWTECH PHILIPPINES ELECTRONICS 
CORP. フィリピン（パンパンガ州）

HEWTECH PHILIPPINES CORP. フィリピン（ラグナ州）
SHIKOKU CABLE VIETNAM LIMITED ベトナム（ニンビン省）
HEWTECH(BANGKOK) CO., LTD. タイ（バンコク首都府）

⑹　主要な営業所及び工場（2026年３月31日現在）
①当社

②子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
電線・加工品 1,989（368）名 175名増（99名増）
電子・医療部品 267（99）名 ２名減（14名増）
全社（共通） 65（20）名 3名減（２名増）

合計 2,321（487）名 170名増（115名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
351（116）名 増減なし（14名増） 43.5歳 20.7年

⑺　使用人の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含んでおります。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し
ているものであります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（出向者・パートタイマーを除いております。）であり、パート及び嘱託社員は（　）
内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,112
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,935
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,168

⑻　主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 70,000,000株
②　発行済株式の総数 17,627,800株
③　株主数 7,794名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,550千株 10.5％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ． （Ａ
ＶＦＣ） ＲＥ ＩＥＤＰ ＡＩＦ ＣＬＩＥＮ
ＴＳ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＡＣＣＯＵＮＴ

700千株 4.8％

ＢＲＩＤＧＥＳＴＲＥＡＭ　ＬＩＭＩＴＥ
Ｄ，　ＡＳ　ＴＲＵＳＴＥＥ ＯＦ ＡＸＣ　
ＳＴＲＡＴＥＧＩＣ　ＯＰＰＯＲＴＵＮＩ
ＴＩＥＳ　ＤＩＲＥＣＴＯＲ　ＫＨ　ＡＬ
ＩＤ　ＯＭＡＲＩ　ＩＴＯＮ

696千株 4.7％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 630千株 4.3％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 630千株 4.3％

平 河 ヒ ュ ー テ ッ ク 社 員 持 株 会 628千株 4.3％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 538千株 3.6％

隅 田 和 夫 525千株 3.6％
Ｂｒｉｄｇｅｓｔｒｅａｍ Ｌｉｍｉｔｅ
ｄ， ａｓ Ｔｒｕｓｔｅｅ ｏｆ ＡＸＣ Ｓｔ
ｒａｔｅｇｉｃ Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅ
ｓ ＤＩＲＥＣＴＯＲ ＯＦ ＩＭ ＹＡＳＵＴ
Ｏ ＭＯＮＤＥＮ

524千株 3.6％

隅 田 文 子 349千株 2.4％

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年３月31日現在）

（注）株主数には自己株式(2,822,491株)を含んでおります。
④　大株主（上位10名）

（注）１．当社は、自己株式を2,822千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　当社は、取締役（社外取締役を除く）３名に対して譲渡制限付株式報酬として、2025年7月
25日付で普通株式3,000株を交付しております。この譲渡制限付株式は、当社又は当社の取締
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株式の状況、新株予約権等の状況

役会が予め定める地位を退任又は退職するまでの間、譲渡、担保権の設定その他の処分をする
ことができないものとされております。報酬の内容につきましては、事業報告「２．(３)⑤　
取締役及び監査役の報酬等」に記載しております。

⑵　新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③ その他の新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社役員の状況

会 社 に お け る 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 氏 名

取 締 役 ヒ ュ ー テ ッ ク グ ル ー プ 代 表
会 長 隅 田 和 夫

代 表 取 締 役 社 長 篠 　 祐 一

取 締 役 目 黒 裕 次

取 締 役 大 村 塗 料 株 式 会 社
取 締 役 戸 田 哲 郎

取 締 役 山 本 夕 子

取 締 役 髙 宮 勝 也

常 勤 監 査 役 橋 本 　 孝

監 査 役 阿 部 　 博

監 査 役 江 部 安 弘

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

(注) １. 取締役戸田 哲郎氏、山本 夕子氏及び髙宮勝也氏は、社外取締役であります。
２. 監査役阿部 博氏及び江部 安弘氏は、社外監査役であります。
３. 監査役阿部 博氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
４. 監査役江部 安弘氏は、公認会計士の資格を有し、ＳＫ東京監査法人代表社員を経験しており、財務

及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５. 当社は、取締役戸田 哲郎氏、山本 夕子氏及び髙宮勝也氏、監査役阿部 博氏及び江部 安弘氏を東京

証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
６. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し

ております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役及び監査役であり、被保険者は保険料
を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補することとしておりま
す。

７．当社は、山本 夕子氏との間で、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法定が定める最低限度額であります。
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会社役員の状況

地　　　　　　位 氏　　　　　　名 担　　　　　　当

執 行 役 員 篠 　 祐 一 社 長

兼　　ケ ー ブ ル 事 業 部 長

執 行 役 員 林 　 繁 夫 米州事業統括・ソーラー関連事業統括

執 行 役 員 佐 藤 彰 洋 電 源 コ ー ド 事 業 部 長

執 行 役 員 福 田 博 国 第 二 営 業 統 括 部 長

執 行 役 員 佐 　 藤 　 雄 一 郎 第 一 営 業 統 括 部 長

執 行 役 員 辻󠄀 本 徳 志 車 載 事 業 部 長

執 行 役 員 肱 岡 健 郎 デ バ イ ス 事 業 部 長

執 行 役 員 村 木 宏 一 M E 事 業 部 長

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）固 定 報 酬 非 金 銭報 酬 等
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

121
(10)

118
(10)

３
(－)

７
(４)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

７
(４)

７
(４)

－
(－)

３
(２)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

129
(14)

126
(14)

３
(－)

10
(６)

8. 当社は執行役員制度を導入しております。2026年３月31日現在の執行役員は次のとおりでありま
す。

②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額
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会社役員の状況

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額２億40百万
円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。当該株主総会終結時
点の取締役の員数は８名です。
　取締役（社外取締役を除く）の非金銭報酬の額は、2025年６月27日開催の第84回定時株主総会
において年額72百万円以内と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）。
当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は３名です。
　監査役の金銭報酬の額は、2006年６月29日開催の第65回定時株主総会において年額60百万円以
内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

ハ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2025年6月27日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定
方針を決議しております。
　また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定
方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認して
おり、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本方針
　当社の取締役(社外取締役を除く)の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブと
して十分に機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、担当職務、各期の業
績、貢献度等を総合的に勘案することを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は月額固定
報酬と株式報酬により構成するものとし、業績連動報酬等は支給しない。なお、社外取締役及び
監査役の報酬は、独立した立場で経営に対する監督や助言、あるいは業務執行を監査する役割を
担うことから月額固定報酬のみとし、株式報酬の支給はありません。

ｂ．非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針
　当社の企業価値の持続的な向上をはかるインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主
の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（社外取締役を除く）に対して、
業績に連動しない株式報酬（RS）を付与する。株式報酬（RS）は取締役会の決議により、一定の
時期に付与され、原則として退任時に譲渡制限が解除される。ただし、当社が当該株式を無償取
得することが相当である事由が発生した場合、当社は対象取締役より当該株式を無償で取得す
る。付与する株式の個数は、役位、職責、株価等を踏まえて決定される。

c．報酬等の決定の委任に関する事項
　個人別の月額固定報酬額については、取締役会決議により取締役会議長にその具体的内容につ
いて委任をするものとしております。委任した理由は、当社全体の業績等を俯瞰しつつ、各取締
役の担当分野の評価を上記の方針の基準に従って決定するのに取締役会議長が適していると判断
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したためであります。その権限の内容は、株主総会で決議された報酬額の範囲内において、担当
職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定することで、当該事業年度に係る取締役の
個人別の月額固定報酬額については、報酬等の決定の委任に関する事項にもとづき取締役会議長
である隅田和夫が決定しております。

　なお、2026年4月13日開催の取締役会において、任意の報酬委員会の設置を決議し、取締役の
個人別報酬については報酬委員会の諮問のもと決定することといたしました。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役の戸田 哲郎氏は大村塗料株式会社の取締役であります。大村塗料株式会社と当社との
間には特別な関係はありません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 戸田 哲郎 当事業年度に開催された取締役会11回開催のうち全てに出席いたしました。開発
部門に長年にわたって携われたこと、また企業の経営に長年にわたって携わられ
たことによる企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識から、適宜発言し助言
等を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

取締役 山本 夕子 当事業年度に開催された取締役会11回開催のうち全てに出席いたしました。弁護
士としての豊富な経験と幅広い法的見識から、適宜発言し助言等を行うなど、意
思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

取締役 髙宮 勝也 2025年６月27日就任以降に開催された取締役会８回開催のうち全てに出席いた
しました。海外における事業に長年にわたって携われたこと、また企業経営者と
してまた企業の経営に長年にわたって携わられたことによる企業経営者としての
豊富な経験と幅広い見識から、適宜発言し助言等を行うなど、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

監査役 阿部 博 当事業年度に開催された取締役会11回開催のうち全てに出席、及び監査役会14
回開催のうち全てに出席いたしました。公認会計士及び税理士としての専門的見
地から、適宜発言を行っております。

監査役 江部 安弘 当事業年度に開催された取締役会11回開催のうち全て出席、及び監査役会14回
開催のうち全てに出席いたしました。公認会計士としての専門的見地から、適宜
発言を行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

(注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第23条の規定に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が６回ありました。
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支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名称 井上監査法人

②　報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

⑤　会計監査人以外の公認会計士等が実施している重要な子会社の計算関係書類の監査
　当社の一部の連結子会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けています。
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制

当社は、2015年４月30日開催の取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する
基本方針（「内部統制システム構築に関する基本方針」）を一部改定する決議をいたしました。
改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社及び子会社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的

責任（及び企業倫理）を果たすため、「基本理念」の中に次を定め、それを取締役及び使
用人全員に周知徹底させる。「わが社は、国際社会に共生する一員であることを意識する
とともに、法規等を遵守し、環境保全に努力する。」

ロ. 当社における法令・諸規程及び規則に反する行為等を早期に発見し、是正することを目的
とし、コンプライアンスに関する相談や不正行為等の通報により通報者の保護を徹底した
公益通報者保護規程を設定し、コンプライアンス経営の強化をすすめる。

ハ. 社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力・団体とは一切の関係を遮
断する。

ニ. 取締役及び使用人の法令遵守を目的とする研修を実施する。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

当社の重要な意思決定及び報告に関しては、文書の作成、保存及び破棄に関する文書管理
規程に従い、適切に管理を行うものとする。
なお、取締役会の議事録は、10年間保管するものとする。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関する事項
イ. 当社グループは、リスク管理委員会規程を定め、同規程に基づきリスク管理委員会にてグ

ループ全体のリスクを網羅的、統括的に管理するものとする。また、リスクマネジメント
の状況等については、経営会議に報告し、全社的対応が必要な重要事項については、取締
役会及び経営会議での審議を要するものとする。

ロ. なお、不測の事態が発生した場合には、当社社長が経営会議を緊急招集し、対応策等危機
管理に当たるものとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は中期経営計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役及

び使用人ごとに業績目標を設定し、かつその評価方法を明らかにするものとする。

－ 30 －



2026/05/27 10:38:32 / 25301119_平河ヒューテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況

ロ. 意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、重要な事項につい
ては、経営会議及び取締役会にて慎重に意思決定を行うものとする。

⑤ 会社並びに関連会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制に関する事
項
イ. 当社は、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため関係会社管理規程を定め

る。この規程に基づき、子会社は業務及び取締役等の業務の執行状況を定期的に当社へ報
告するものとする。

ロ. 当社グループにおける取引については、必要に応じて内部監査部門が審査を行うものとす
る。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制及びその使用人の取締役からの独立性の確保に関する事項並びに当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
イ. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社は、監査役の職務の

補助担当者を選任する。
ロ. 監査役の職務の重要性を踏まえ、業務執行部門からの独立性等に配慮するとともに、その

担当者の人事考課及び人事異動に際して、当社は監査役の意見を聞くものとする。
ハ. 当該使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先して従事する

ものとする。
⑦ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制
イ. 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社及び子会社に重大な損失を与える事項が発生

し又は発生する恐れがあるとき、当社及び子会社の取締役及び使用人による違法又は不正
な行為を発見したとき、その他監査役会に報告すべきものと定めた事項が生じたときは、
監査役に報告する。

ロ. 内部監査部門は、監査役に対し、監査状況の報告を行うものとする。
⑧ 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確
保するための体制
当社は、監査役への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をした

ことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止する。
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⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該

監査役の職務に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するも
のとする。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制に関する事項
イ. 当社は、取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備す

るように努める。
ロ. 監査役は、代表取締役との定期的な意見交換を開催し、内部監査部門との連携を図り、適

切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図るものとする。
⑪ 財務報告の適正性を確保するための体制

当社グループは、事業活動の健全かつ持続的な発展を実現すべく財務報告の信頼性を確保す
るため、適正かつ効率的な体制を構築する。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役は、その職務執行が法令及び定款に適合し、かつ効率的に行われることを確保するため

に取締役会のほか、取締役、執行役員等で構成される経営会議に出席し、意思決定及び各議案の
審議、業務執行の状況等の監督を行っております。
監査役は、取締役会及び経営会議に出席し、経営の意思決定及び業務執行の適法性・健全性・

妥当性のチェックを行うとともに必要に応じて内部統制部門を含む業務執行部門から適宜報告及
び説明を受けて経営の健全性・妥当性のチェックを行っております。
また、リスク管理委員会はリスク管理委員会規程に基づき、財務報告に係る内部統制を中心

に、定期的に当社業務に係るリスクの網羅的な把握と評価、防止策等を検討し、経営会議へ報告
しております。
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４．会社の支配に関する基本方針
当社では、次の基本理念を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」

であることが望ましいと考えております。

【ヒューテックグループ基本理念】
１. わが社は、世界水準の製品を創り出すことにより、持続的な成長を遂げ、永遠の存在を目

指す。
１. わが社は、国際社会に共生する一員であることを意識するとともに、法規等を遵守し、環

境保全に努力する。
１. わが社は、すべての関係者・機関に調和のとれた満足を提供することを目標とする。
１. わが社は、有意義な企業活動を展開することにより社会に貢献する。
１. わが社は、互いの価値を認め合う人々の集団であり、熱意をもって向上・革新へ挑戦して

いく。

法令及び社会規範の遵守を前提として、中長期的かつ総合的に企業価値・株主価値の向上を
目指します。
なお、上記の基本理念に照らして不適切な者が、当社支配権の獲得を表明した場合には、当

該表明者や東京証券取引所その他の第三者（独立社外者）とも協議のうえ、次の３項目の要件
を充足する必要かつ妥当な措置を講じるものとします。

１. 当該措置が上記の基本理念に沿うものであること
２. 当該措置が株主の共同の利益を損なうものでないこと
３. 当該措置が役員の地位の維持を目的とするものでないこと
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５．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、累進継続配当を旨とした安定的な配当を行うことを基本としながら、当事業年度並び
に中長期の収益見通し、財務体質、将来の事業展開を総合的に勘案し、配当を行うことを基本方
針としております。
　内部留保資金につきましては、持続的な成長による将来の収益力向上を図るための設備投資、
研究開発及び効率的な連結経営の体制整備等に有効に活用する方針であります。
　毎事業年度における剰余金の配当の回数につきましては、中間配当と期末配当の年２回行うこ
とを基本としております。
　これらの剰余金の配当等の決定機関は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため「剰余金の
配当等会社法第４５９条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除
き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める。」旨を定款に定めております。

　上記方針に基づき、当事業年度につきましては期末配当を１株当たり24円とさせていただき
ます。なお、中間配当を含めた年間配当は１株当たり47円となります。

　本事業報告中の記載金額及び株式数については、それぞれ表示単位未満の端数を切り捨てて、比率
は四捨五入により表示しております。
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連結貸借対照表

（2026年3月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

39,037
17,897
1,920
7,454
167

11,030
573
△6

17,624
12,458
4,556
5,354
701

1,370
395
80

888
4,277
3,479
337
530
△68

　

流 動 負 債 7,039
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,478
短 期 借 入 金 1,711
未 払 法 人 税 等 753
契 約 負 債 10
賞 与 引 当 金 132
そ の 他 1,953

固 定 負 債 5,961
長 期 借 入 金 3,520
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,889
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 93
そ の 他 458

負 債 合 計 13,001
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 32,657
資 本 金 1,555
資 本 剰 余 金 1,415
利 益 剰 余 金 31,533
自 己 株 式 △1,846

その他の包括利益累計額 9,751
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,395
為 替 換 算 調 整 勘 定 8,350
退職給付に係る調整累計額 4

非 支 配 株 主 持 分 1,252
純 資 産 合 計 43,661

資 産 合 計 56,662 負 債 純 資 産 合 計 56,662

連 結 貸 借 対 照 表

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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連結損益計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 38,423
売 上 原 価 28,490

売 上 総 利 益 9,932
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,515

営 業 利 益 4,416
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 319
そ の 他 65 384

営 業 外 費 用
支 払 利 息 56
為 替 差 損 34
機 械 装 置 除 却 損 15
機 械 装 置 売 却 損 16
そ の 他 38 161
経 常 利 益 4,639

特 別 利 益
負 の の れ ん 発 生 益 439
投 資 有 価 証 券 売 却 益 572 1,011

特 別 損 失
減 損 損 失 2,471 2,471

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,179
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,132
法 人 税 等 調 整 額 343 1,475
当 期 純 利 益 1,704
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 61
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,642

連 結 損 益 計 算 書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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連結株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 1,555 1,412 30,969 △2,340 31,596

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △663 △663

親会社株主に帰属する当期純利益 1,642 1,642

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

自 己 株 式 の 処 分 △415 496 80

その他資本剰余金の負の残高の振替 415 △415 －
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 2 2

株主資本以外の項目の連結会
計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) －

連結会計年度中の変動額合計 － 2 563 493 1,060

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,555 1,415 31,533 △1,846 32,657

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主

持分
純 資 産
合 計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 1,040 6,070 10 7,122 － 38,719

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △663

親会社株主に帰属する当期純利益 1,642

自 己 株 式 の 取 得 △2

自 己 株 式 の 処 分 80

その他資本剰余金の負の残高の振替 －
非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 2

株主資本以外の項目の連結会
計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 354 2,280 △6 2,628 1,252 3,881

連結会計年度中の変動額合計 354 2,280 △6 2,628 1,252 4,942

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,395 8,350 4 9,751 1,252 43,661

連結株主資本等変動計算書

(記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 20社
・主要な連結子会社の名称 HIKAM AMERICA,INC.

福泰克（連雲港）電子有限公司
福泰克香港有限公司.
四国電線株式会社
四国電線（東莞）有限公司
四国電線（香港）有限公司
SHIKOKU CABLE VIETNAM LIMITED
HEWTECH PHILIPPINES CORP.
HEWTECH PHILIPPINES ELECTRONICS CORP.
福泰克（恵州）電子有限公司
吉野川電線株式会社

②　非連結子会社
　非連結子会社はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法適用会社はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち決算日が12月31日である福泰克（連雲港）電子有限公司他16社については、連結決算
日である３月31日に仮決算を行い連結しております。

⑷　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
　2025年６月２日付で吉野川電線株式会社の株式を取得し、当連結会計年度より同社を連結の範囲に含め
ております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．デリバティブ 時価法を採用しております。
ハ．棚卸資産 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）によっております。
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物及び構築物  8 ～60年
機械装置及び運搬具  4 ～30年

ロ．無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５～10年）に基づいております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。

ハ．役員退職慰労引当金 一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備え
て、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生した連結会計年度から
費用処理しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社グループは、「電線・加工品」及び「電子・医療部品」の製造・販売を主な事業内容としており、
製品の販売については、着荷基準で収益を計上しております。
　なお、得意先から当社が支給を受ける有償支給取引については、有償支給元への売り戻し時に加工代相
当額のみを純額で収益として計上しております。また、当社グループの役割が代理人に該当する取引につ
いては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を計上しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振
当処理によっております。
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ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取

引
ハ．ヘッジ方針 当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為

替変動リスクをヘッジしております。
ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま
す。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用と

して処理しております。
2．表示方法の変更に関する注記
　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「機械装置売却損」（前連結会
計年度５百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年
度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

⑴棚卸資産の評価
①　当連結会計年度の連結計算書類に記載した金額

　棚卸資産　11,030百万円
②　会計上の見積りの内容に係る理解に資するその他の情報

　棚卸資産は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により評価しております。当社は見込み生産
を行うことがあり、保有期間が長期にわたる棚卸資産は、販売可能性等を勘案して評価損を見積り計上
しております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済環境や顧客ニーズの変化により影響を受ける可能性がありま
す。
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建物及び構築物 0百万円
機械装置及び運搬具 0百万円
工具器具備品 0百万円
土地 344百万円
　計 345百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 29,407百万円

株式の種類 当連結会計年度期
首の株式数

当連結会計年度増
加株式数

当連結会計年度減
少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 3,580千株 1千株 759千株 2,822千株

⑵固定資産の評価
①　当連結会計年度の連結計算書類に記載した金額

　有形固定資産　12,458百万円
　無形固定資産　    888百万円

②　会計上の見積りの内容に係る理解に資するその他の情報
　当社グループは、事業用資産について工場別かつ事業別にグルーピングを行っております。営業活動
による損益が継続してマイナスとなった場合等、資産グループに減損の兆候があると判断した場合に
は、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とその帳簿価額との比較を行い、
減損損失を認識すべきであると判断した場合には帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として計上いたします。
　当社グループは、「連結注記表11．減損損失に関する注記」に記載のとおり、当連結会計年度におい
て減損損失（2,471百万円）を計上しており、このうち2,148百万円は車載事業に係る固定資産におい
て計上されたものであり、323百万円はケーブル事業に係る固定資産に計上されたものであります。回
収可能価額は正味売却価額により算定しており、その算定における主要な仮定は、不動産については不
動産鑑定士による鑑定評価額に基づいており、動産については外部専門家による評価額に基づいてお
り、対象資産における売却見込額であります。
　当該見積り及び当該仮定について、将来の市況の変化等により見直しが必要となった場合、翌連結会
計年度の連結計算書類において追加の減損損失（特別損失）が発生する可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

上記の資産は、短期借入金1,705百万円、長期借入金3,511百万円の担保に供しております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

　普通株式　17,627,800株
⑵自己株式の種類及び総数に関する事項

　　普通株式の自己株式の減少759千株は、2025年４月１日付で普通株式１株につき、普通株式0.05株の割
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・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 323百万円
・１株当たり配当額 23円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月９日

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 340百万円
・１株当たり配当額 23円
・基準日 2025年９月30日
・効力発生日 2025年12月９日

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 355百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 24円
・基準日 2026年３月31日
・効力発生日 2026年６月８日

合にて当社保有の自己株式を無償で割当てによる減少702千株、譲渡制限付き株式報酬としての自己株式の
処分による減少57千株であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

イ．2025年５月9日開催の取締役会決議による配当に関する事項

ロ．2025年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生日が翌期になるもの
　2026年５月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的
な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しておりま
す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ
ります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行
うに当たり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、
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市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建
てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。
　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されておりま
す。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為
替予約取引を行うことがあります。ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等⑸会計方針に関する事項⑥重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。なお、期末残高はありま
せん。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、「販売規程」に従い、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売規程に準じて、同様の管理を行っ
ております。
　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスク
はほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、先物為
替予約を利用してヘッジすることがあります。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し
ております。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた「デリバティブ取引
管理規程」に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、同様の管理を行って
おります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額48百万円）は、次表には
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）売掛金 7,454 7,449 4
（2）有価証券及び投資有価証券 3,598 3,598 －
（3）長期借入金 3,520 3,450 69

含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、支払手形及び買掛金、未払法人
税、短期借入金及び一年以内返済予定長期借入金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ
とから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。一方、当社が保有している社債は、取引先金融機関か
ら提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

売掛金
　一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、
割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類しております。

７．賃貸等不動産に関する注記
　重要性がないため記載を省略しております。
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報告セグメント その他
（注） 合計電線・加工 電子・

医療部品 計

日本 12,325 3,342 15,667 1 15,669
アジア 13,846 1,467 15,313 － 15,313
北米 7,185 66 7,251 － 7,251
その他 163 － 163 － 163
顧客との契約から生じる収益 33,520 4,876 38,396 1 38,398
その他の収益 － － － 24 24
外部顧客への売上高 33,520 4,876 38,396 26 38,423

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権 9,374百万円
契約負債 10百万円

⑴　１株当たり純資産額 2,728円06銭
⑵　１株当たり当期純利益 105円87銭

８．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、転売品及び不動産事業等を
含んでおります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　連結注記表「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「⑸会計方針に関
する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であります。
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はあり
ません。なお、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性
はありません。

９．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき、普通株式0.05株の割合にて当社保有の自己株式を無
償で割当てています。当連結会計年度の期首に当該株式割当が行われたと仮定してそれぞれ算定しており
ます。

－ 45 －



2026/05/27 10:38:32 / 25301119_平河ヒューテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

用途 場所 種類 減損損失

電線・加工品
製造設備

HEWTECH PHILIPPINES ELECTRONICS
CORP.（フィリピン共和国）

建物、機械装置、ソフ
トウェア、工具器具備
品等

2,117百万円

電線・加工品
製造設備

福泰克（連雲港）電子有限公司(中華人民共和
国)

機械装置、工具器具備
品等 323百万円

電線・加工品
製造設備 当社福島工場（福島県伊達市） 建物、機械装置、工具

器具備品等 30百万円

10．重要な後発事象に関する注記
　自己株式の無償割当

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において決議し、会社法第185条の規定に基づき、2026年４月
１日付で株式無償割当を行っております。
⑴株式無償割当の目的

　当社株式の流動性を高めるとともに、当社保有の自己株式を有効活用して株主の皆様へ還元することを
目的としております。

⑵株式無償割当の概要
①無償割当の方法

　2026年３月31日（火）を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主様の所有す
る普通株式１株につき、普通株式0.05株の割合にて自己株式を無償で割当てます。

②無償割当により交付する株式の状況
イ．無償割当前の発行済株式数　　　　　　　　17,627,800株
ロ．無償割当を行わない自己株式の数　　　　　2,082,226株
ハ．無償割当に際して交付する自己株式の総数　740,265株
ニ．無償割当後の発行済株式数　　　　　　　　17,627,800株

⑶無償割当の日程
①基準日公告日　2026年３月16日（月）
②基準日　　　　2026年３月31日（火）
③効力発生日　　2026年４月１日（水）

⑷１株当たり情報に及ぼす影響
　１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

11．減損損失に関する注記
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、事業用資産について工場ごと且つ事業部ごとにグルーピングを行っており、賃貸用資産及
び遊休資産については物件ごとにグルーピングを行っております。
 上記の事業用資産について、事業環境の悪化による収益性の低下に伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減
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額し、当該減少額を減損損失（2,471百万円）として特別損失に計上しました。内訳は、建物が663百万
円、機械装置が1,629百万円、ソフトウェア124百万円、工具器具備品等が54百万円であります。
 なお、当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物に関しては不動産鑑定評価により
評価しております。

12．企業結合に関する注記
　株式取得による企業結合
　当社は、吉野川電線株式会社の普通株式を取得し、子会社化すること（以下「本件取引」という）を
2025年３月28日の取締役会において決議し、同日に締結した株式譲渡契約に基づき、2025年６月２日に本
件取引を実施いたしました。

⑴企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　吉野川電線株式会社
事業の内容　　　　　ロボットケーブル製造、電力用その他ケーブル・電線製造、ガス機器製造

②企業結合を行った主な理由
　吉野川電線は産業用ロボットの高可動部位に使用されるケーブル（いわゆるロボットケーブル）のニ
ッチトップ企業です。高速連続・長時間稼働や複雑で繊細な動きをする産業用ロボットに求められる耐
久性と柔軟性に優れたケーブル設計・製造の技術力と、ロボットケーブルのパイオニアとしてブランド
力を有しております。
　当社は産業用ロボットを含むFA（ファクトリーオートメーション）分野で各種ケーブルが採用され
ておりますが、主に使われているのは低可動部位または固定部位です。
　また、当社はサーバ／ストーレージ用や車載カメラ・産業カメラ用など、高速・大容量のデータ伝送
に優れた通信用ケーブルに強みを有しておりますが、今後、自動車などをはじめとしたモビリティ製
品、FA機器、医療機器などの次世代IoT市場において、耐久性と柔軟性を備えた通信用ケーブルに対す
るニーズが見込まれます。
　本株式取得により、両社の技術力を融合し、世界的に拡大が見込まれる産業用ロボット含むFA市場
で、また、次世代IoT市場において、両社ともに売上拡大と新製品の投入を図ってまいります。

③企業結合日
2025年６月２日（みなし取得日　2025年６月30日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得
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⑤結合後企業の名称
　変更はありません。

⑥取得した議決権比率
74.6％

⑦取得企業を決定するに至った根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことにより、吉野川電線株式会社の議決権の過半数を取得し
たためであります。

⑵連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年７月１日から2026年３月31日まで

⑶被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 2,952百万円
取得原価 2,952百万円

⑷主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等　55百万円

⑸発生した負ののれんの金額及び発生原因
①発生した負ののれんの金額

439百万円

②発生原因
　企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として特別利益に
計上しております。

⑹企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　3,464百万円
固定資産　　1,981
資産合計　　5,445
流動負債　　　499
固定負債　　　394
負債合計　　　894
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 松 正 己
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 久 間 正 通

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

平河ヒューテック株式会社
取　締　役　会　　御中

井 上 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、平河ヒューテック株式会社の2025年４月１日から2026年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
平河ヒューテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 49 －



2026/05/27 10:38:32 / 25301119_平河ヒューテック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及
び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額
（資　産　の　部） （負　債　の　部）
流　動　資　産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
半 製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

8,974
2,380

25
1,247
2,677
461
246
748
445
104
36

159
404
38
△0

15,509
2,286
809
39

753
0

204
475

4
120
56
64

13,102
2,291
8,397
188

2,972
53

415
△1,216

　

流　動　負　債 3,209
電 子 記 録 債 務 29
買 掛 金 670
１年内返済予定の長期借入金 1,705
未 払 金 30
未 払 費 用 312
未 払 消 費 税 等 41
未 払 法 人 税 等 351
契 約 負 債 10
預 り 金 58

固　定　負　債 4,818
長 期 借 入 金 3,511
退 職 給 付 引 当 金 1,294
そ の 他 12

負 債 合 計 8,028
（純　資　産　の　部）
株　主　資　本 15,285

資 本 金 1,555
資 本 剰 余 金 1,459

資 本 準 備 金 1,459
利 益 剰 余 金 14,117

利 益 準 備 金 119
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,997

別 途 積 立 金 9,474
繰 越 利 益 剰 余 金 4,523

自 己 株 式 △1,846

評価・換算差額等 1,170
その他有価証券評価差額金 1,170

純　資　産　合　計 16,456
資 産 合 計 24,484 負債純資産合計 24,484

貸　借　対　照　表

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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損益計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 10,907
売 上 原 価 7,897
売 上 総 利 益 3,010

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,386
営 業 利 益 624

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 348
為 替 差 益 251
そ の 他 25 626

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43
そ の 他 12 55
経 常 利 益 1,194

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 益 572
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 戻 入 額 56 629

特 別 損 失
減 損 損 失 30
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 928 958

税 引 前 当 期 純 利 益 865
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 379
法 人 税 等 調 整 額 △21 357
当 期 純 利 益 507

損　益　計　算　書

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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株主資本等変動計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
2025年４月１日　残高 1,555 1,459 － 1,459 119 9,474 5,094 14,688 △2,340 15,362

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △663 △663 △663

当 期 純 利 益 507 507 507

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

自 己 株 式 の 処 分 △415 △415 496 80
その他資本剰余金の
負 の 残 高 の 振 替 415 415 △415 △415 －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － － △571 △571 493 △77

2026年３月31日　残高 1,555 1,459 － 1,459 119 9,474 4,523 13,997 △1,846 15,285

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 1,017 1,017 16,380

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △663

当 期 純 利 益 507

自 己 株 式 の 取 得 △2

自 己 株 式 の 処 分 80
その他資本剰余金の
負 の 残 高 の 振 替 －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 153 153 153

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 153 153 75

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 1,170 1,170 16,456

株主資本等変動計算書

(記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております）
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）によっております。
②　関係会社株式 移動平均法による原価法によっております。
③　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
④　デリバティブ 時価法を採用しております。
⑤　棚卸資産

・製品、半製品、仕掛品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
り下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げ
の方法により算定）によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 ８～60年
機械装置 ７～30年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）で、発生時から定額法により費用処理を行っ
ております。
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個別注記表

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社は、「電線・加工品」及び「電子・医療部品」の製造・販売を主な事業内容としており、製品の販売
については、着荷基準で収益を計上しております。
　なお、得意先から当社が支給を受ける有償支給取引については、有償支給元への売り戻し時に加工代相当
額のみを純額で収益として計上しております。また、当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客
から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を計上しております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理
によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…製品輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針 当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動
リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較
し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理 控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理し

ております。
②　退職給付に係る会計処理 計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取

扱いが連結計算書類と異なっております。

２．表示方法の変更に関する注記
　前事業年度まで独立掲記しておりました「電話加入権」(当事業年度は、1百万円)は、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度より、無形固定資産の「その他」に含めて表示しております。
　前事業年度まで独立掲記しておりました「保険積立金」(当事業年度は、141百万円)は、金額的重要性が乏
しくなったため、当事業年度より、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。
　前事業年度まで独立掲記しておりました「長期未払金」(当事業年度は、1百万円)は、金額的重要性が乏し
くなったため、当事業年度より、固定負債の「その他」に含めて表示しております。
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個別注記表

HPEに対する貸付金残高 2,252百万円
貸倒引当金 △912百万円

3．会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算
書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
⑴棚卸資産の評価

①　当事業年度の計算書類に記載した金額
製品 461百万円
半製品 246百万円
原材料 748百万円
仕掛品 445百万円

②　会計上の見積りの内容に係る理解に資するその他の情報
　棚卸資産は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により評価しております。当社は見込み生産を
行うことがあり、保有期間が長期にわたる棚卸資産は、販売可能性等を勘案して評価損を見積り計上して
おります。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済環境や顧客ニーズの変化により影響を受ける可能性がありま
す。

⑵貸付金の評価
　当事業年度において、HEWTECH PHILIPPINES ELECTRONICS CORP.に対する貸付金について貸
倒引当金を計上しております。
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）HPEは、HEWTECH　PHILIPPINES　ELECTRONICS　CORP（フィリピン共和国）であり
ます。

②　会計上の見積りの内容に係る理解に資するその他の情報
　当社は、グループ会社間の資金需要等を踏まえ、子会社に対して貸付けを行っております。
　子会社に対する貸付金については、子会社の財政状態、事業活動の状況及び資金計画等を総合的に考慮
し、回収可能性を検討したうえで、回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金
の算定に当たっては、子会社の財政状態、資金計画及びグループ内の他の子会社からの資金支援の状況等
を主要な仮定としております。
　これらの仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に影響を与える可能性があります。
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建物 0百万円
機械装置 0百万円
工具器具備品 0百万円
土地 344百万円

計 345百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 9,199百万円

①　短期金銭債権 547百万円
②　長期金銭債権
③　短期金銭債務

2,972百万円
154百万円

①　売上高 669百万円
②　営業費用 2,934百万円
③　営業取引以外の取引高 335百万円

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

　上記の資産は、１年内返済予定の長期借入金1,705百万円、長期借入金3,511百万円の担保に供してお
ります。

⑶　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　普通株式　2,822,491株

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金超過額等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、そ
の他有価証券評価差額金であります。
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種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合
（ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引 金 額
（ 百 万 円 ） 科 目 期 末 残 高

（ 百 万 円 ）

子会社

福泰克
（連雲港）
電子有限公司
（中国）

所有
直接18.9
間接81.1

製品仕入先

製品仕入

原材料の有償支
給等

1,828

432

買掛金
未払費用
未収入金

57
5

84

子会社

HIKAM
AMERICA,
INC.
（米国）

所有
直接100.0

資金貸付先
役員の兼任

資金の返済

利息の受取

156

21

短期貸付金
長期貸付金

未収入金

159
479

(注４)
－

子会社

CONNPRO
INDUSTRIES
INC.
（台湾）

所有
間接100.0

資金貸付先 資金の貸付

利息の受取

－

－

長期貸付金

未収入金

239
(注３)

19

子会社

HEWTECH
PHILIPPINES
ELECTRONICS
CORP.
（フィリピン）

所有
間接100.0 資金貸付先

資金の貸付
資金の返済
利息の受取

－
563
49

長期貸付金

未収入金

2,252
(注５)

19

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の条件については、原価及び市場価格を勘案のうえ決定しております。

２．貸付金の利息は、市場金利等を勘案して決定しております。
３．CONNPRO INDUSTRIES INC.に対する長期貸付金について、239百万円の貸倒引当金を計

上しております。当事業年度において、関係会社貸倒引当金繰入15百万円を計上しておりま
す。

４．HIKAMAMERICA,INC.に対する長期貸付金について、当事業年度において、関係会社貸倒引
当金戻入益56百万円を計上しております。

５．HEWTECH PHILIPPINES ELECTRONICS CORP. に対する長期貸付金について、回収の
疑義が生じたため912百万円の貸倒引当金を計上しております。当事業年度において、関係会
社貸倒引当金繰入912百万円を計上しております。
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⑴　１株当たり純資産額 1,058円58銭
⑵　１株当たり当期純利益 32円72銭

９．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「⑷　重要な収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。
　なお、計算書類において、当社が支給品を買い戻す義務を負っている有償支給取引においては、支給品の譲
渡時に棚卸資産の消滅を認識しております。

10．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき、普通株式0.05株の割合にて当社保有の自己株式を無
償で割当てています。当事業年度の期首に当該株式割当が行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

11．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の無償割当）
　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において決議し、会社法第185条の規定に基づき、2026年４月１
日付で株式無償割当を行っております。
　なお、詳細については、連結注記表「10．重要な後発事象に関する注記」の「自己株式の無償割当」に記載
のとおりであります。
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 松 正 己
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 久 間 正 通

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

平河ヒューテック株式会社
取　締　役　会　　御中

井 上 監 査 法 人
東京都千代田区

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、平河ヒューテック株式会社の2025年４月１日から
2026年３月31日までの第85期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ
ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい
て報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第85期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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常勤監査役 橋 本 　 孝 ㊞
社外監査役 阿 部 　 博 ㊞
社外監査役 江 部 安 弘 ㊞

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月22日
平河ヒューテック株式会社　監査役会

　
以　上
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地図

＜会場＞　 東京都港区海岸一丁目11番２号
アジュール竹芝　13階「飛鳥」
TEL：03-3437-2011

＜交通＞　 JR山手線・京浜東北線「浜松町駅」北口より徒歩７分
都営地下鉄浅草線・大江戸線「大門駅」Ｂ１出口より徒歩８分
東京臨海新交通ゆりかもめ「竹芝駅」東出口より徒歩１分

会 場 ご 案 内 図

至新橋

至三田 至田町

至新橋

都営大江戸線

地下鉄　大門駅
（Ｂ１出口）

旧芝離宮
恩賜庭園

大門
交差点

北口

浜離宮恩賜庭園

芝商業
高校

新
交
通
ゆ
り
か
も
め

竹
芝
桟
橋

東
出
口

首
都
高
速

第
一
京
浜

大
門
駅

都
営
浅
草
線

東
京
モ
ノ
レ
ー
ル

Ｊ
Ｒ
浜
松
町
駅

竹
芝
駅

アジュール
竹芝

連絡通路
（３階）


